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１．はじめに 

今日、消費者の環境意識は高い 1)とされているが、意

識と実際の行動のつながりについては不明な点が多い。

消費者は意思決定のための情報をメディア等から得て

おり、さらにインターネットの普及により、現在では

膨大な量の情報を入手することができる。 

そこで、本研究では消費者の日常生活における様々な

行動選択の際に、どのような環境情報が意思決定に結

びついているか、現状における消費者の行動選択の実

態、及び、選択を「迷う」行動に関して調査を行い、

その判断基準を含めて明らかにする。また、その判断

が妥当か、環境負荷の視点で行動の検証を行う。 

本稿ではその基礎調査として環境意識と行動の実態

に焦点をあて、消費者が環境に良いと判断する行動に

関するアンケート調査結果について述べる。 

 

２．アンケート調査 

現状における消費者の環境意識と行動選択の実態を

調査するため、アンケートでは行動するための方法 4

項目、購入品 4項目をとりあげ、計 8項目に関して、

どちらが環境に良いと思うか、選択してもらった。次

に選択したものに関する取り組み状況を 5段階評価で

回答してもらった。方法の 4項目は「レジ袋とマイバ

ッグ」、「ネットショッピングと来店型ショッピング」、

「食器洗い機と手洗い」、「割り箸とマイ箸」、購入品の

4 項目は「新聞紙と web ニュース配信」、「国産牛と輸

入牛」、「無洗米と普通米」、「地元産野菜と地方産野菜」

である。また、8 項目のうち、なぜ環境に良いと判断

したか、回答者に 3項目を取り上げてもらい、その理

由について記述してもらった。アンケート調査ではこ

の 8項目をランダムに配置した。 

調査は東京ビックサイトで開催されたエコプロダク

ツ展 2014（2014年 12 月 11~13日）に来場した方を対

象にした場合と、東京都内の高校で高校 1年生（80名）

を対象にしたアンケート調査の 2度実施した。 

エコプロダクツ 2014 の来場者は比較的環境意識が

高い又は環境に関心があると考えられることから、環

境意識の度合いによってアンケート調査の結果に違い

がみられるか検証を行う。 

 

３．結果及び考察 

エコプロダクツ展 2014 で行ったアンケート調査で

は 230名から回答を得ることができた。 

まず、行動選択の 8項目に関して、どちらが環境に

良いと思うかという設問の結果を 2つの選択肢のうち、

回答の偏りが大きい順に図 1に示した。 

図 1. 環境に良いと判断した消費者の選択結果 

 

 図 1より、「マイバッグ」、「マイ箸」、「国産牛」を環

境に良いと判断した消費者が全体の 9割近くいること

がわかった。一方で「無洗米と普通米」、「手洗いと食

器洗い機」、「来店型ショッピングとネットショッピン

グ」では全体の 7割未満であり、特に「来店型ショッ

ピングとネットショッピング」の選択ではその判断が

分かれ、双方の差は 1割程度であった。これらの項目

の回答比率の違いは、環境に良いと推奨される情報量

にあると推測される。例えば「レジ袋とマイバッグ」

では、現在多くの自治体でマイバッグが推奨され、レ

ジ袋も有料となる地域も多くあることから、結果が顕

著に現れたと考えられる。マイ箸も同様である。 

 次に 8項目の各選択肢を、環境に良いと判断された

多数派と少数派に分け、選択したものに関してどの程

度実施しているか、取り組んでいるかの結果に関して、

多数派を図 2、少数派を図 3に示した。 

このとき、図 2では選択された項目に関して取り組

む頻度の高い順（よく行う・たまに行うの回答者数の

合計）とし、図 3は図 2に対応する形で示した。 

 



 

図 2. 多数派における取組状況 

図 3. 少数派における取組状況 

 

 多数派では全体の 6割程度が実施していると回答し

た（図 2）。方法と購入品では方法の方が、より取り組

む消費者が多く、「来店型ショッピング」と「手洗い」

では全体の 8割であった。このことより、環境意識と

行動に関して消費者は購入品の選択の取り組みより、

行動のための方法の方が取り組みやすいと考えられる。

取り組み状況が少なかったものでは「無洗米」・「国産

牛」が半数であった。特に「無洗米」では全く行わな

いと回答した消費者が最も多かった。購入品に関して

は経済的側面など意思決定のための情報が多岐にわた

ることから、消費者の環境意識と行動の結びつきが弱

いと考えられる。 

 次に図 3より、少数派においても全体の 6割程度が

取り組んでいると回答した。方法と購入品で見ると方

法の方が取組むとした消費者が多いが、「食器洗い機」

に関しては、所持していないという理由等で全く行わ

ないと回答した消費者が 3割程度いた。 

 環境に良いと判断した理由について 8 項目のうち 3

項目を選択した結果については、図 4より、「レジ袋・

マイバッグ」、「割り箸・マイ箸」の選択する消費者が

多かった。理由については「ゴミにならない」、「繰り

返し何度も使える」といった声が大半を占めた。これ

は消費者にとって環境に配慮した行動とその結果がわ

かりやすいことが選択された理由だと考えられる。残

りの 6項目は同数程度であった。 

 

図 4．環境良いと判断した理由について回答のあった

項目結果 

 

図 5. 環境に良いと判断した高校生の選択結果 

 

 東京都内の高校で実施したアンケート調査では高校

1年生 80人の回答を得た。その結果、図 5より、図 1

とほぼ同じ結果であった。「無洗米と普通米」の回答比

率は半数であったが、これは高校生の日常生活におい

て家事に接する機会が少ないことが影響していると推

測される。また、図 1と図 5の比較より、環境意識の

度合いによって、環境に良いと選択する項目の割合に

大きな違いは見られなかった。 

 

４．結論 

 消費者の 6割は今回のアンケート調査によって環境

意識と行動が伴っていることがわかった。また、環境

意識の度合いによって、選択される項目に差異は見ら

れなかった。今後はアンケート調査で得た消費者の環

境に良いと判断した理由についてさらに分析を進め、

どのような情報が意思決定に結びついているか明らか

にする。また、消費者が環境に良いと判断した結果と

一般に環境に良いと推奨されている情報が妥当か、今

回取り上げた 8項目を中心に環境負荷（CO₂排出量等）

から見た評価及び検証を行う。 
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